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2024年 7月 

株式会社エッジ・インターナショナル 

EDGEリサーチ・インスティテュート 

 

統合報告書 2023年版調査 ～マテリアリティ～ 

 

EDGEリサーチ・インスティテュートは、「統合報告書 2023年版調査 ～マテリアリティ

～」の結果を公開しました。当社運営の企業価値レポーティング・ラボでは、統合報告書

を発行する日本企業を毎年調査してきました。それら企業のうち上場企業を対象に、マテ

リアリティ開示の現状について調査・分析を行ったもので、7回目の調査となります。本

調査は、企業と長期投資家のよりよい対話に向けた示唆になるものと考えています。 

なお、本調査のローデータや詳細につきましては、ご希望いただきました機関投資家や研

究者の皆様には、情報提供させていただきます。 

 

◼ 調査目的 

統合報告書を発行する日本企業が「マテリアリティ」についてどのように開示している

か、現状を把握する。 

 

◼ 調査概要と結果 

自己表明型統合報告書1を発行している日本の上場企業を対象に「マテリアリティ」に

関連する下記の要素について、統合報告書における開示の有無を調査した。 

なお、2023年調査より調査項目数を絞り込み、分析に比重を移した。 

 

①マテリアリティを開示：87.8％（828社） 

②企業価値視点のマテリアリティを開示：73.4%（692社） 

③②について機会とリスクに分けた開示：16.5％（156社） 

④環境・社会視点のマテリアリティを開示：75.4％（711社） 

⑤④についてポジティブ及びネガティブインパクトに分けた開示：0.7％（7社） 

⑥②と④両方の視点を考慮したマテリアリティを開示：60.4％（570社） 

⑦⑥において同じリストだが視点の区分を明確に開示：2.5%（24社） 

⑧⑥においてそれぞれ別のリストで開示：0.5％（5社） 

 
※マテリアリティという言葉を使用しない類似表現でも、内容が該当していれば抽出している。 
※特定されたマテリアリティについて妥当性は問わない。 

 
1 企業価値レポーティング・ラボ（運営：株式会社エッジ・インターナショナル）が調査している「国内自己表明型統

合レポート発行企業リスト 2023 年版」の 1,017 社のうち、日本の上場企業 943 社を対象。 

https://www.edge-intl.co.jp/wp-content/themes/edge-intl/assets/pdf/01_reserch/02/list2023_J.pdf 
 

https://www.edge-intl.co.jp/wp-content/themes/edge-intl/assets/pdf/01_reserch/02/list2023_J.pdf
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◼ 考察 

「マテリアリティ」は、あらゆる企業報告における基本的な概念で、発行体に対する読み手

の評価や分析結果に差異をもたらす情報やその判断基準を指すが、その情報の主たる利用

者について、投資家と、投資家を含むマルチステークホルダーの二つに大きく分けられる。

投資家の投資哲学や手法は多様であるが、メインストリームの長期機関投資家を想定した

場合においては、それぞれフォーカスする視点は、投資家は企業価値、マルチステークホル

ダーは環境・社会であると言い換えられる。また本調査においては、「マテリアリティ評価

に基づく課題／テーマ」を「マテリアリティ」と表現している。 

 

先に挙げた二つの視点のいずれか、または両方の視点からマテリアリティを統合報告書で

開示している企業は 87.8％（828 社）であった。2022 年に前年から大幅に増加したが、そ

こからさらに増加となった。この 6年で、マテリアリティは統合報告書の中で標準的な開示

要素として定着したと考えられる。 

 

「企業価値視点のマテリアリティ」を記載したレポートは 73.4%（692社）であった。マテ

リアリティについて、企業の中長期的な価値創造の実現への影響、または、ビジネスモデル

の持続性の担保や財務パフォーマンスへの影響を意図して特定された企業をカウントして

いる。企業価値視点のマテリアリティを機会とリスクに分けた説明の開示は 16.5％（156社）

で見られた。 

一方、「環境・社会視点のマテリアリティ」は 75.4％（711社）で記載があった。サステナ

ビリティ報告の開示基準である GRIが要求する「マテリアルな項目」に準拠したもので、い

わば「事業活動によって著しい悪影響を及ぼす課題」や「事業を通じて解決に貢献できる社

会課題」の優先付けがなされている事例をカウントした。 

環境・社会視点のマテリアリティを社会的なポジティブインパクトやネガティブインパク

トの観点から説明する事例は 0.7%（7社）と、ごく少数にとどまった。 

「企業価値視点」と「環境・社会視点」の両方の視点から特定したマテリアリティを掲載し

ているレポートは 60.4%（570社）であった。大半が両視点を加味したマテリアリティ、つ

まりダブル・マテリアリティの考え方で特定されていた事例だったが、同じマテリアリティ

リストとして開示しつつも、両視点の区分が明確な事例は 2.5%（24 社）であった。一方、

「企業価値視点」と「環境・社会視点」の各視点で特定したマテリアリティを、異なるペー

ジなどで別のリストとしてそれぞれ開示している事例は 0.5%（5社）であった。 

 

「企業価値視点のマテリアリティ」は前年の 65.6%（537社）から 7.8ポイント増加し、進

展が見られた。「環境・社会視点のマテリアリティ」についても前年の 70.1%（574社）から

5.3ポイント増加となった。両視点でマテリアリティを開示する事例は、前年の 50.1%（410

社）からさらに 10.3ポイントの増加となった。 
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変化率で見ると「企業価値視点」の方が増加幅が大きく、投資家からのニーズに応える形で

マテリアリティの開示が広がってきていると考えられる。しかし実数としては「環境・社会

視点」の方が未だ多い結果になった。また両視点の開示事例も増加しており、開示が進む中

でもシングルではなく、ダブル・マテリアリティのスタンスをとる企業がさらに増えている

ことも確認された。 

一方、企業価値視点のマテリアリティを機会とリスクに分けた説明の開示は前年の 18.8%

（154社）から 2.3ポイントの減少となった。環境・社会視点のマテリアリティについて社

会的インパクトの観点から説明する事例も前年の 1.1%（9社）から 0.4ポイント減少し、さ

らに少数となった。 

 

マテリアリティの開示は進んでいるものの、企業価値評価に反映しやすい要素である機会・

リスクやインパクトについての具体的な説明がなされていない事例が未だ多いという課題

が浮き彫りになった。 

またダブル・マテリアリティの事例は増加したものの、財務と環境・社会インパクトのそれ

ぞれの視点を明確に区分している事例は少数にとどまったままであり、様々なスタンスを

とる投資家の情報ニーズを満たせていないという懸念が残った。 

 

統合報告書におけるマテリアリティの開示は本調査を開始した 6年前から急速に拡大した。

また以前は GRIに基づく環境・社会視点が主流で、企業価値視点のマテリアリティは少数派

であったが、投資家が求める視点である企業価値視点を取り入れた事例が大半を占めるよ

うにもなった。開示が定着したという意味で、定点観測を行ってきた本調査は一定の役目を

終えたと考えられる。 

しかしマテリアリティ開示の伸び率と比較し、機会・リスクの説明の開示は増加しているも

のの、大きな変化にはなっていない。これは多くの会社でマテリアリティ評価分析が曖昧に

行われており、マテリアリティが「開示のための開示」になってしまっている可能性を示唆

している。それでは真に有用な開示情報とならず、開示を起点とした経営変革を促す効果も

期待できない。 

 

経済産業省の資料によれば2、価値創造ストーリーを伝えるという本質的な開示が十分でき

ている統合報告書ばかりではないとされている。統合報告書は有価証券報告書と比較し、各

種の表彰制度等が存在することに加えて、投資家からの評価・意見を直接確認できる機会も

多く、企業内で PDCAサイクルがうまく回り、年々改善が図られているとの指摘もある。部

分的もしくは表面的な改善は図られているものの、全体としては本質的な改善につながっ

ていない企業が多くいると推察される。 

今後、ISSB基準の強制適用や欧州 CSRDの施行に伴い、サステナビリティ情報開示対応とし

 
2 経済産業省 企業情報開示のあり方に関する懇談会 課題と今後の方向性（中間報告）（2024.6） 
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てのマテリアリティ評価が必須となる。これまでは任意開示にも関わらず、形式的な記載内

容が多く、形骸化という負の側面が顕在化していたが、義務になればよりその傾向は強まる

ことが懸念される。 

 

日本のコーポレートガバナンス改革においては、開示をドライバーとして経営変革を促す

政策がとられてきた。その結果、開示は拡充し、一部の企業で経営変革も見られたが、全体

としてはまだ課題が多く残っているとの課題認識3がある。 

開示が経営変革のドライバーとして機能するためにはどうすべきか、本稿ではマテリアリ

ティ開示をキーとして、対外開示／経営変革の両側面から検討してみたい。 

 

対外開示としての質を上げていくためには、特定したマテリアリティについて機会とリス

クの説明を充実させるべきであると考える。これは ISSBでも改めて重要性が指摘されてい

る、企業価値との「つながり」を示すという観点とも重なる。投資家からよく指摘される情

報開示の課題にも、「サステナビリティ情報が企業価値にどのようにつながるのかが不明瞭」

という点がある。 

すでに多くの情報を開示している場合、全ての情報を緻密につないでいくことは容易では

ない。またビジネスモデルが複雑な場合も、価値創造ストーリーをシンプルに伝えることは

難しいかもしれない。まずは絞り込まれた事項であるマテリアリティから「つながり」を示

していくことに挑戦することで、価値創造ストーリーを強固にする象徴的なコンテンツに

なりうるのではないか。そのためには経営陣の認識としての機会とリスクを、充実した情報

の質と量で、マテリアリティと併せて開示することが必須だと考えられる。 

またサステナビリティ情報の制度開示化に伴い、ISSBや ESRSにもマテリアリティ評価につ

いてのガイダンスが示されている。特定されたマテリアリティやその機会とリスクには企

業特有の事情を背景とした独自性があるべきだが、特定プロセスは最新のガイダンスを用

いて標準化された対応をベースとすることで、より高品質な情報開示につながると思われ

る。 

 

経営変革を促す社内コミュニケーションへの活用としては、社内議論の活性化のきっかけ

とすることが想定される。マテリアリティ開示実務とともに、マテリアリティ特定プロセス

における経営陣や社内ステークホルダーの関与も定着したと推察されるため、その見直し

の過程でより一層踏み込んだ議論を行うことが望まれる。統合報告書の黎明期に部門間の

サイロを壊すという効果が期待され、実際にその効果は多くの企業で表れた。統合報告書は

会社全体で経営改善について話せる機会になったとしている会社もある4。マテリアリティ

に議論を絞ることで、統合報告書制作時よりも部門横断での議論がよりシャープになり、経

 
3 経済産業省 持続的な企業価値向上に関する懇談会（座長としての中間報告）（2024.6） 

4 経済産業省 第 2 回 企業情報開示のあり方に関する懇談会 事務局資料（2024.6） 
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営変革へ直結しやすくなることが期待される。 

 

また、社外ステークホルダーの声を定期的に取り入れるプロセスとしての活用も想定され

る。マテリアリティは年次、もしくは外部環境の変化に応じて定期的に見直すことが求めら

れる。マテリアリティの特定、特に環境・社会インパクトを評価する際には社外のステーク

ホルダーの関与は肝要となる。経営環境の変化が大きい昨今においては、マテリアリティ評

価プロセスを自社の環境・社会インパクトについて社外のステークホルダーと議論する機

会とすることは、期待に応えていくことのみならず、SX につながるような経営変革にとっ

ても有用なインプットを取り入れることを仕組化することができる。 

 

コーポレートガバナンス改革の開始から一定の年月が経過し、またサステナビリティ情報

開示の義務化という企業報告にとっては大きな転換期を迎えている今、より「実践」に直接

的につながるような「開示」の改善を期待したい。 

 

◼ 参考 

2022年版の調査要素と結果は以下の通り。対象社数は 819社。 

 

① マテリアリティを開示：84.2％（690社） 

② 企業価値視点のマテリアリティを開示：65.6%（537社） 

③ ②について機会とリスクに分けた開示：18.8％（154社） 

④ 環境・社会視点のマテリアリティを開示：70.1％（574社） 

⑤ ④についてポジティブ及びネガティブインパクトに分けた開示：1.1％（9社） 

⑥ ②と④両方の視点を考慮したマテリアリティを開示：50.1％（410社） 

⑦ ⑥において同じリストだが視点の区分を明確に開示：2.8%（23社） 

⑧ ⑥においてそれぞれ別のリストで開示：1.5％（12社） 

⑨ マテリアリティの特定プロセスを開示：58.0％（475社） 

⑩ マテリアリティを前年から見直している：23.8％（195社） 

⑪ マテリアリティにおける取締役会の関与：28.9％（237社） 

⑫ 特定プロセスにおける参考指標 

SDGs：32.0％（262社）、GRI：23.7％（194社）、ISO26000：15.6％（128社）、 

ESG評価項目期間：14.3％（117社）、SASBスタンダード：13.4％（110社）、 

グローバル・コンパクト：5.6％（46社）、OECD多国籍企業行動指針：0.6％（5社）、 

業界固有規範（RBA等）：1.8％（15社）、 

WEFグローバルリスク報告書：1.6％（13社）、IIRCフレームワーク：2.2％（18社） 

⑬ 役員報酬に非財務 KPIが組み込まれている：19.7％（161社） 

⑭ 役員報酬にマテリアリティの KPIを組み込んでいる：7.0％（57社） 
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⑮ トップメッセージでマテリアリティに言及：36.0％（295社） 

⑯ 中期経営計画にマテリアリティを統合：41.3％（338社） 

⑰ マテリアリティに関連する SDGsへ紐づけている：58.9％（482社） 

⑱ 事業部門別の機会とリスクを開示：30.6％（251社） 

⑲ TCFD提言に沿ったリスクと機会の記載：69.7％（571社） 

 

関連リンク 

⚫ 統合報告 2022年版調査 ～マテリアリティ～（PDF） 

⚫ 統合報告 2021年版調査 ～マテリアリティ～（PDF） 

⚫ 統合報告 2020年版調査 ～マテリアリティ～（PDF） 

⚫ 統合報告 2019年版調査 ～マテリアリティ～（PDF） 

⚫ 統合報告 2018年版調査 ～マテリアリティ～（PDF） 

⚫ 統合報告 2017年版調査 ～マテリアリティ～（PDF） 

 

本件に関する問い合わせ先 

株式会社エッジ・インターナショナル 

TEL: 03-3403-7750 

E-MAIL: edge@edge-intl.co.jp 

 

https://www.edge-intl.co.jp/wp-content/themes/edge-intl/assets/pdf/01_reserch/03/s2022_05.pdf
https://www.edge-intl.co.jp/wp-content/uploads/2023/06/s2022_04.pdf
https://www.edge-intl.co.jp/wp-content/uploads/2023/06/s2022_04.pdf
https://www.edge-intl.co.jp/wp-content/uploads/2023/06/s2021_04.pdf
https://www.edge-intl.co.jp/wp-content/uploads/2023/06/s2021_04.pdf
https://www.edge-intl.co.jp/wp-content/uploads/2023/06/s2020_19.pdf
https://www.edge-intl.co.jp/wp-content/uploads/2023/06/s2020_19.pdf
https://www.edge-intl.co.jp/wp-content/uploads/2023/06/s2019_17_2018-1.pdf
https://www.edge-intl.co.jp/wp-content/uploads/2023/06/s2019_17_2018-1.pdf
https://www.edge-intl.co.jp/wp-content/uploads/2023/06/s2019_17_2017.pdf
https://www.edge-intl.co.jp/wp-content/uploads/2023/06/s2019_17_2017.pdf
mailto:edge@edge-intl.co.jp

